
〈政府関係文書 ・判例に見る介護保険と障害福祉施策の関係 〉※中略は…で表記

○ （障害者 ）の心身の状況やサ ー ビス利用 を必要 とする理由は 多様 で…ある ことか ら… 、一律に当該

介護保 険サ ー ビス を優先 的に利用す るもの とは しな いこととす る。 （通知 「自立 支援給付 と介 護保

険制度 との適用関係等 につ いて」）

0原 告 ・弁護団か らは、 利用者 負担の在 り方等 に関 して以下の指摘 がされ た。…介護保険優 先 （障害

者 自立支 援法第7条 ） を廃止 し、障害の特 性に配慮 した選択 制等の導入 を図る こと。 （障害者 総合

支援法違憲訴訟原告団 ・弁護団 と国 （厚生労働省） との基本合意文書）

O障 害者総 合福 祉法は、障害者 等が等 しく基本 的人権 を享有す る個 人と して、障害の種別 と程度に関

わ りな く日常生活及び社会生活において障害者のニーズに基づ く必要な支援を保障す るもので あ り、

介護保 険法とはおのず と法の 目的や性格 を異 にす るもの である。 この違 いを踏まえ、 それ ぞれが別

個の法体 系と して制度設 計 され るべ きである。介護保険対 象年齢 とな った後でも、従来か ら受けて

いた支援 を原則 と して継続 して受 けることができ るもの とする。 （障害者総合福 祉法の骨格 に関す

る総合福祉部会の骨格提言）

O自 立支援 法7条 は 、自立支援 給付 と介護保険給付 等の二重給付 を回避 するための規定 であ って…裁

量処分 とする ことが相 当…。介護保険給付 を利用可能 な障害 者が、その 申請 を しな い場合 に… 自立

支援給 付の不支給決 定をする ことにつ いても…市町村の合理 的裁量 にゆ だね られて いる。 （岡山 ・

浅田訴訟高裁確定判決2018年12月13日 ）

上の諸文書はすべて、今日においても効力を及ぼすものです。介護保険と障害福

祉施策の関係は、これらの視点をふまえて市町村において対応されるべきであり、
一律に介護保険が優先されることがあってはなりません

。

65歳 となり介護保険．申請 をす ませた方の課題

すでに介護保険の申請を行った人に対 しては、介護保険だけでは不足 してし

ま うサービス量 ・内容を、市町村が障害者施策か ら上乗せするなどして補 うこ
とになっています。 しか し介護度や障害支援区分などを理由として、上乗せを

拒否 した り、量や内容に制約をかける市町村 も少なくありません。 こうした姿

勢を改めさせていくことが大切な課題 となっています。

下の文章を参考に要望書を作成して市町村に改善を求めていきましょう。

○介護保険だけでは不足してしまうサービス量 ・内容を、市町村が障害者施策

から上乗せするなどして補うこと。その際、介護度や障害支援区分によって上

乗せの可否を判断したり上乗せ量 ・内容を制約せず、一人ひとりの くらしに必

要な支援量 ・内容の確保を図ること。
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障害者施策に関す るご相談は、下記連 絡先で もお受け しています

O障 害者 （児 ） を守 る全大阪連絡協議会 （障連 協）Oき ょうされ ん大阪支部

TELO6－6697－9005FAXO6－6697－9059

〒558－OOI1大 阪市住吉区苅田5－1－22

E－mailGSP22334＠nifty．com（ 障連協）osaka＠kyosaren．or． 」p（き ょうされん）

庫 害 福 紐 サ ー どズ を使っτぎたみ在才ん

65歳 を超えたあとも

介護保険を申請しない
という選択肢もあります

介護保険を申請すると…

○障害福祉サービスに相当する支援は介護保険が優先 します

○介護保険サービス利用には1割 の利用者負担が発生します

○使い慣れた障害福祉サービスが中断してしま う心配が生じます

○維持期の疾患別医療 リハ ビリは介護保険サービスに切 りかわ ります

介護保 険は 申請す る ことで制度サ ー ビスの 利用が スター トします。
この仕組み を 「申請主義」※とい います 。申請 しなけれ ば何 もは じま

りませ ん。現在 の 障害福祉 サー ビスの継 続 を希望す る場 合は 「申請

しない」 とい う選択肢 もあることを知 って くだ さい。

※ここでいう申請とは、要介護認定の申請のことです。介護保険は一定の年齢要件に該当すると自動的に被保険者としての資

格を持ちますが、介護保険のサービスを利用するためには、市町村に対して要介護認定の申請を行わなければなりません。

大 阪 社 会 保 障 推 進 協 議 会

〒530－0034大 阪 市 北 区 錦 町2－2国 労 会 館

TELO6－6354－8662FAXO6－6357－0846
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障害福祉サー ビスを受けている人が、65歳 になったことを理由に介護保険によるサービス利用を

求められ生活に困難をきた して しまう、いわゆる 「65歳 問題」がいま各地に広がっています。一人

ひとりの障害者にとっても、 「これまでのサービスが継続できなくなるのではないか」 「介護保険の

利用料負担が支払えないのではないか」などの不安も広がっています。

本来介護保険は、国民一人ひとりが保険料 を負担 して支えている制度ですか ら、他のどの福祉制度

よ りも内容が充実 していて当然のはずです。ところが実際は、現在の障害福祉制度にも及ばない貧 し

い支援内容となっているため、障害者の中に現在の くらしが維持できないのではないかとの不安が広

がっているのです。

そんな不安を抱えている障害者に、無理やり介護保険利用が押 し付けられることがあってはな りま

せん。介護保険を申請 しないという選択肢も含め、どうすれば本人が望む暮らしを送ることができる

のかを、障害者福祉関係者、介護保険関係者 と行政が連携を取 り、本人の意向を最大限に尊重 して対

応 していくことが求められています。

◆ 介 護 保 険 を 申請 す る と次 の サ ー ビス に つ い て介 護 保 険 が 優 先 され ます

優先サービス→介護保険のホームヘルプ、デイサー ピス、ショー トステイに相当するサー ビス

※同行援護 ・就労継続支援などの障害固有の支援サービスは引き続き継続 して利用できます

※重度訪問介護については居宅介護に該当す る部分のみ介護保険に移行す ることもあります

※介護保険だけでは支給量が足 りない場合などは障害福祉制度で上乗せできる場合もあります

その際介護保険サービスは支給決定量いっぱいまで利用するよう求められ ることがあります

◆ 非 課 税 世 帯 も介 護 保 険 利 用 に は1割 の 自己負 担 が 発 生 します

例えば30分 ～1時 間未満の身体介護1回394円 など。この金額に市町村の立地や支援時間

帯、支援内容 ごとに加算金などが上乗せ されます。

◆ 介 護 保 険 の 申請 後 は65歳 前 の サ ー ビス利 用 の 状 態 に戻 す こと は で き な くな ります

いちど介護保険を申請すると、サービス提供の要件を満たす限り将来にわたって介護保険から

サー ビスが提供 されます。そのサービス提供を断って障害福祉施策からサービスを受けること

はできません。

◆ 介 護 保 険 サ ー ビス が 必 要 とな った と き に介 護 保 険 を 申請 す る こ とが で き ます

65歳 以降であればいつでも、福祉用具貸与などの介護保険によるサー ビス提供が必要になっ

たときに介護保険を申請することができます。障害状況や環境の変化に応 じて 自分にとって必

要なサー ビスを柔軟に選択 していくことが大切です。

Q介 護保 険の 申請 を した くあ りません・そのた めにどの

㌶難鞍竃 融 繋責蓼
保険 を申請 しない」 との意思 を伝 えま し よつ゜

Q申 請 を しない意 思を伝 えるために、 どの よ うな準備が

必要ですか ？

Aな ぜ 申請 したくないのかをきちんと説明できる材料をそ

ろえま しょう。①現在のサー ビスが継続できない とくらしが

成 り立たない こと、②介護保 険の利用料負担ができないこと

な ど、自分 らしいくらしをこれまで通 り続 けてい くために介

護保険には移れないあなたの事情を具体的に説明 しましょう。

Q憾 保険に移 らないことで不利益を受けることはあり

責せ㌫ 険を申請しない障害者に対して障害醐 一ビス

を支給 しないことを決定した事件 （岡肺 ・浅 蹄 訟）では

岡岬 が全面敗訴 しま した。国も一律 に介護保険を優先的に

利用するものではない と鍵 してお り障 害者が介護保険を

申請 しないことで一方的に不利益を押 し付｝することは・微

の鑓 を逸脱 した不法な行為でれ また行政の不法行為を未

然に防 ぐためにも、申請を拒否する際1こは障舗 祉の相徽

援事業所や情 保険のケアマネージャーなどの関瀦 も含め・

とりわけ行政担当窓 ・としっか 噺 しあってい くことが大切

でS－。 くらしの輔 一の酬 を広げることが不利益処分を未

然に防止する力にもなります。
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